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認知症疾患を主傷病名とする入院患者の病床別割合
の年次推移

（血管性及び詳細不明の認知症＋アルツハイマー病）
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出典：患者調査
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認知症疾患医療センター運営事業

内科医等のかかりつけの医師

医療（うち入院1/4） 介護

地域包括
支援ｾﾝﾀｰ

介護職
ホーム

ヘルパー等

介護サービス
・特養
・老健
・認知症
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
・居宅

認知症疾患医療センター

紹介

周辺症状により
専門医療が必要な
認知症疾患患者 物忘れ外来 精神科外来

サポート医

紹介

紹介

連携

紹介

連携担当者
の配置

認知症疾患医療センター
設置場所；身体的検査、画像診断、神経心理学的検査等の総合的評価が可能な病院に設置
設置数；全国（都道府県・指定都市）に約150ヶ所設置予定
人員；専門医療を行える医師、看護師、精神保健福祉士、臨床心理技術者等

情報センター
普及啓発

認知症に関する情
報発信
一般相談

住民からの相談に
対応

専門医療の提供
詳細な診断

急性精神症状への
対応

身体疾患を合併す
る患者への対応

地域連携の強化
顔の見える連携
体制の構築
研修会の実施
専門相談

連携担当者の配
置による地域
介護との連携

連携担当
者の配置

平成23年度予算額 363,615千円

［基幹型（総合病院）］

専門医療の提供
周辺症状や身体疾患を合併している認知症患者に対応
する双方の医療の提供入院治療のための空床の確保

［地域型

（単科精神科

病院等）］

紹介
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認知症疾患医療センター運営事業実施状況

（２）事業実績の年次推移

（１）設置数の年次推移

平成20年度
14ヶ所

（ 3府県 3指定都市）

平成21年度
66ヶ所

（ 23府県 7指定都市）

年度 外来 鑑別診断 入院
専門医療相談

（電話）
専門医療相談

（面談）

20 16,289 3,095 1,254 5,113 3,536

21 110,124 12,336 4,788 19,810 11,017 

平成23年6月1日現在
113ヶ所

（ 33道府県 7指定都市）

（精神・障害保健課調べ）

（件）

5



認知症疾患医療センター整備状況（H23.6.1現在）

仙台市

さいたま市

堺市

大阪市

神戸市

北九州市

福岡市

新潟市

○未整備であり平成２３年度中に整備予
定がない又は引き続き検討を行う自治体
秋田県、福島県、徳島県、愛媛県、沖縄県、札幌
市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、静岡市、
浜松市、名古屋市、京都市

：整備済み（３３道府県、７指定都市）

：平成２３年度中に整備予定あり（９都府県、３指定都市）

：平成２３年度中に整備予定なし又は引き続き検討
（５県、９指定都市）

岡山市

広島市
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認知症疾患医療センター一覧
1 北海道 道央佐藤病院
2 北海道 砂川市立病院
3 北海道 恵愛病院
4 北海道 三愛病院
5 北海道 伊達赤十字病院
6 青森県 青森県立つくしが丘病院
7 岩手県 岩手医科大学附属病院
8 宮城県 三峰病院
9 山形県 篠田総合病院

10 山形県 佐藤病院
11 山形県 日本海総合病院
12 茨城県 日立梅ヶ丘病院
13 茨城県 栗田病院
14 栃木県 獨協医科大学病院
15 栃木県 足利富士見台病院
16 栃木県 烏山台病院
17 群馬県 群馬大学医学部付属病院
18 群馬県 内田病院
19 群馬県 上毛病院
20 群馬県 老年病研究所附属病院
21 群馬県 サンピエール病院
22 群馬県 篠塚病院
23 群馬県 岸病院
24 群馬県 西毛病院
25 群馬県 田中病院
26 群馬県 原病院
27 埼玉県 秩父中央病院
28 埼玉県 武里病院

29 埼玉県 毛呂病院
30 埼玉県 西熊谷病院
31 千葉県 袖ヶ浦さつき台病院
32 神奈川県 東海大学医学部付属病院
33 新潟県 三島病院
34 新潟県 柏崎厚生病院
35 新潟県 黒川病院
36 新潟県 高田西城病院
37 新潟県 ゆきぐに大和病院
38 富山県 魚津緑ヶ丘病院
39 富山県 谷野呉山病院
40 石川県 石川県立高松病院
41 石川県 加賀こころの病院
42 福井県 敦賀温泉病院
43 福井県 松原病院
44 山梨県 山梨県立北病院
45 山梨県 日下部記念病院
46 長野県 飯田病院
47 長野県 安曇総合病院
48 岐阜県 岐阜病院
49 岐阜県 黒野病院
50 岐阜県 大垣病院
51 岐阜県 のぞみの丘ホスピタル
52 岐阜県 慈恵中央病院
53 岐阜県 大湫病院
54 岐阜県 須田病院
55 静岡県 NTT東日本伊豆病院
56 三重県 松阪厚生病院

平成23年6月1日現在113ヶ所
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57 三重県 三重県立こころの医療センター
58 三重県 東員病院
59 滋賀県 瀬田川病院
60 滋賀県 琵琶湖病院
61 滋賀県 豊郷病院
62 滋賀県 水口病院
63 大阪府 水間病院
64 大阪府 関西医科大学附属滝井病院
65 大阪府 さわ病院
66 大阪府 山本病院
67 大阪府 大阪さやま病院
68 大阪府 新阿武山病院
69 兵庫県 兵庫医科大学病院
70 兵庫県 兵庫県立淡路病院
71 兵庫県 大塚病院
72 兵庫県 リハビリテーション西播磨病院
73 兵庫県 公立豊岡病院組合立豊岡病院
74 奈良県 信貴山病院 ハートランドしぎさん
75 奈良県 秋津鴻池病院
76 和歌山県 国保日高総合病院
77 和歌山県 和歌山県立医科大学附属病院
78 鳥取県 渡辺病院
79 鳥取県 倉吉病院
80 鳥取県 養和病院
81 鳥取県 南部町国民健康保険西伯病院
82 広島県 三原病院
83 広島県 メープルヒル病院
84 山口県 山口県立こころの医療センター
85 高知県 高知鏡川病院

86 長崎県 出口病院
87 長崎県 佐世保中央病院
88 熊本県 熊本大学医学部附属病院
89 熊本県 山鹿回生病院
90 熊本県 阿蘇やまなみ病院
91 熊本県 くまもと青明病院
92 熊本県 益城病院
93 熊本県 平成病院
94 熊本県 くまもと心療病院
95 熊本県 天草病院
96 熊本県 荒尾こころの郷病院
97 熊本県 吉田病院
98 大分県 緑ヶ丘保養園
99 鹿児島県 谷山病院

100 鹿児島県 松下病院
101 鹿児島県 宮之城病院
102 鹿児島県 栗野病院
103 仙台市 仙台市立病院
104 仙台市 東北厚生年金病院
105 さいたま市 埼玉精神神経センター
106 大阪市 大阪市立大学医学部附属病院
107 大阪市 ほくとクリニック病院
108 大阪市 大阪市立弘済院附属病院
109 堺市 浅香山病院
110 堺市 阪南病院
111 神戸市 神戸大学医学部附属病院
112 北九州市 小倉蒲生病院
113 福岡市 九州大学病院 8



新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム

平成２１年９月の省内の有識者検討会の報告書などを踏まえ、今後の精神保健医療施
策としての具体化を目指し、当事者・家族、医療関係者、地域での実践者、有識者の
方々からご意見を伺うため、昨年５月に、「新たな地域精神保健医療体制の構築に向け
た検討チーム」を設置。（主担当：厚生労働大臣政務官）

○第１Ｒ：平成２２年５月～６月 アウトリーチ支援
→平成２３年度予算編成での具体化を目指し、アウトリーチ体制の具体化など地域精
神保健医療体制の整備に関する検討を実施（４回議論）

○第２Ｒ：平成２２年９月～ 認知症と精神科医療
→平成２２年１２月に中間とりまとめ
→今春（５月）より、中間とりまとめの内容を具体化等するため、検討を再開。
（夏を目途にとりまとめの予定）

○第３Ｒ：平成２２年１０月～ 保護者制度と入院制度
→平成２３年１月より、「作業チーム」を設置し、具体的な論点整理に着手。
→２月の「検討チーム」で、現行の保護者に課せられる義務規定は原則存置しないと
の方向性について確認。さらに、義務規定削除後の代替措置について検討を進め
ているところ。
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新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要

① 医療機関を受療する認知症患者は急速に増加傾向*1
② 認知症の入院患者約７．５万人のうち、精神病床に入院する患者は約７割を占める*1
③ 約7割近くが、特別な管理（入院治療）または日常的な管理（外来治療）を要する身体合併症を有している*2
④ 入院患者のうち、居住先や支援が整えば、近い将来には、退院が可能と回答した患者は約５割*2
⑤ 精神病院に入院している認知症患者の精神症状等で、ほぼ毎日のものは、「意思の疎通困難」約４割、「徘徊」約３割、「大声」約２割である*3
⑥ 精神病院に入院している認知症患者のADLは、身体能力として出来るはずのADLに比べ、抵抗などを踏まえた実際のADLは、いずれの項目でも困難度は増加*3

*1 患者調査 *2 精神病床の利用状況に関する調査（平成１９年度厚生労働科学研究） *3 精神病床における認知症入院患者に関する調査（平成２２年９月精神・障害保健課）

平成２２年１２月２２日

現状と課題

36.7 

44.2

52.1

51.5

7.2 

2.2

8.5 
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26.1
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④

39.3%

③

50.5%

②

2.8%

①7.4%

11%

2%

7%

15%
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3%

2%
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30%

18%
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9%

4%
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39%

70%
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幻覚

嫉妬妄想

物盗られ妄想

被害妄想

盗食

弄便

異食

夜間せん妄

徘徊

大声

不眠

意思の疎通困難

他患とのトラブル

職員とのトラブル

スタッフへの暴力

自傷行為

医療行為への抵抗

ほぼ毎日 週に２～３回程度
週に１回程度 月に１～２回程度
それ以下
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ない

34.2%

日常的

な管理を

要する

40.9%

特別な

管理を

要する

24.9%

（有効回答数3,376人)

21%

18%

39%

32%

身体介護への抵抗などを踏

まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るは

ずのＡＤＬ

自立 準備のみ 観察 部分的な援助 広範な援助 最大の援助 全面依存

①：現在の状態でも居住先・支援が整えば、退院可能
②：居住先・支援などを新たに用意しなくても、近い将来退院可能
③：状態の改善が見込まれるので居住先・支援が整えば、近い将
来退院可能
④：状態の改善が見込まれず居住先・支援を整えても、退院可能
性はない

（有効回答数 3,458人)

①

②

③ ④

⑥

⑤

衣服の着脱（N=454）

（千人）

（千人）
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認知症の方への支援に当たっては、ご本人の思いを尊重し、残された力を最大限生かしていけるような支援をすることを前提とする。

その上で、認知症患者に対する精神科医療の役割としては、以下の点を、基本的な考え方とすべきである。

① 認知症の早期から、専門医療機関による正確な診断を受けることができるよう体制の整備を目指す。

② 入院を前提と考えるのではなく、地域での生活を支えるための精神科医療とする。その際、アウトリーチ（訪問支援）や外来機能の充実
を図り、本人だけではなく、家族や介護者も含めて支援していく。

③ ＢＰＳＤや身体疾患の合併により入院が必要となる場合には、速やかに症状の軽減を目指し、退院を促進する。また、そのような医療
を提供できる体制の整備を目指す。

④ 症状の面からみて退院可能と判断される患者が地域の生活の場で暮らせるようにするため、認知症の方の生活を支える介護保険
サービスを初めとする必要なサービスの包括的、継続的な提供の推進等により地域で受入れていくためのシステムづくりを進める。

⑤ このため、退院支援・地域連携クリティカルパスの開発、導入を通じて、入院時から退院後の生活への道筋を明らかにする取組を進め
る。

⑥ 症状が改善しないため入院の継続が必要な方に対して、療養環境に配慮した適切な医療を提供する。

⑦ 地域の中で、精神科の専門医療機関として、介護や福祉との連携、地域住民への啓発活動に積極的な機能を果たす。

基本的な考え方

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要 平成２２年１２月２２日

具体的な方向性

（１）地域での生活を支えるための精神科医療 （２）ＢＰＳＤを有する患者への精神科医療
（３）身体疾患を合併している認知症患者への入院医療 （４）地域全体の支援機能

１ 認知症患者に対する精神科医療の役割の明確化

（１）認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組
（２）症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備

２ 現在入院している認知症患者への対応及び今後症状の面からみて退院可能と
思われる患者が地域の生活の場で暮らせるようにするための取組
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ＢＰＳＤを有する患者への精神科医療
○ＢＰＳＤへの適切な治療
○ＢＰＳＤを伴う認知症患者の円滑な医療の提供
○認知症患者に必要な入院医療
○治療抵抗性の重度の認知症患者の状態像の整理とその受入れ

身体疾患を合併している認知症患者への入院医療
○合併症の状態像に応じた精神病床の受入先
○慢性疾患を合併している認知症患者への対応
○精神科医療機関と一般医療機関の連携のあり方

認知症に対する医療側と介護側との認識を共有化するための取組
○医療・介護双方の理解の向上 ○入院せずに地域で暮らせるための医療機関の関わりの強化【再掲】
○施設等で生活する認知症患者へのアウトリーチ（訪問支援）【再掲】

症状の面からみて退院可能と判断される認知症患者の円滑な移行のための受け皿や支援の整備
○居住系施設等やサービス支援の整備 ○退院支援・地域連携クリティカルパスの導入
当面の取組として、退院支援・地域連携クリティカルパスの導入を通じて、地域における取組を試行しながら、検討していくことが必要

（本人）

地域での生活を支えるための精神科医療
○専門医療機関による早期の診断 ○家族や介護者への相談支援や訪問支援
○認知症の経過や状態像に応じた診療と生活のアドバイス
○施設等で生活する認知症患者へのアウトリーチ（訪問支援）
○精神症状等で緊急を要する認知症患者への２４時間の対応体制の整備
○精神科作業療法や重度認知症デイ・ケアの提供

（家族・介護者）

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２Ｒ）
認知症と精神科医療 中間とりまとめ 概要 平成２２年１２月２２日

（介護サービス事業所等）

（自宅、居住系施設等） （自宅、居住系施設等）
（精神科医療機関）

地域全体の支援機能
○地域住民や地域の他施設との連携強化
○地域住民への啓発活動

（本人）

（家族・介護者）

認
知
症
患
者
に
対
す
る
精
神
科
医
療
の
役
割
の
明
確
化

受
け
皿
や
支
援
の
整
備 12



13

① 認知症疾患医療センター
・ センターに求められる機能と整備目標について

② 認知症の連携パス
・認知症に関する退院支援・地域連携パスの推進
方策について

③ 認知症に係る精神科医療
・外来医療 ・入院医療について

④ 認知症に係る医療提供体制の在り方
・認知症を考慮した目標値について

新たな地域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム（第２R）
認知症と精神科医療 検討項目（案）



参考資料

14



精神病床における認知症入院患者に関する調査概要

１ 目的

精神科病院における認知症入院患者に対する医療の状況、患者の状態等について、既存
の調査では把握されていない点について詳細に把握し、新たな地域精神保健医療体制の
構築に向けた検討チームにおける検討資料とする。

２ 調査対象

認知症治療病棟入院料１（６病棟）、認知症治療病棟入院料２（１病棟）

精神病棟入院基本料（１病棟）、精神療養病棟入院料（１病棟）、

老人性認知症疾患療養病棟（１病棟）の計１０病棟（９病院）、 計４５４人の認知症患者

３ 調査方法

（１）調査期間 平成２２年９月２７日～１０月４日 （調査日：平成２２年９月１５日現在）

（２）調査方法 調査票によるアンケート方式

（３）回答者 調査対象病棟の病棟師長（適宜、担当医や精神保健福祉士等と相談）

４ 調査項目

病棟概要、精神症状等の状況、身体合併症の状況、必要となる居住先・支援等

15



病棟種類別対象患者数（人） 計 ４５４人

301

60

3

59

31

0 50 100 150 200 250 300 350

認知症治療病棟１(6)

認知症治療病棟２(1)

精神一般病棟(1)

認知症療養病棟(1)

精神療養病棟(1)

16



問１ 認知症の診断名

（N=452）

脳血管性認知症

29%

アルツハイマー型

認知症

56%

レビー小体型

認知症

2%

前頭側頭型

認知症

4%

その他確定診断

未定なもの

9%

17



７８．３歳

問３ 性別

問４ 平成２２年９月１５日現在の平均在院日数

（Ｎ＝４５２）

９４４．３日 （中央値 ３３６日）

問５ 改訂長谷川式簡易知能評価スケール（ＨＤＳ－Ｒ） ７．２点

（Ｎ＝４５２）

問２ 平均年齢

男性, 
46.0%

女性, 
54.0%

18



問６ 要介護認定 （Ｎ＝４５３）

問７ 認知症高齢者の日常生活自立度 （Ｎ＝４５２）

申請無し

25%

非該当

0%

要支援１

1%

要支援２

1%

要介護１

9%

要介護２

11%

要介護３

21%

要介護４

17%

要介護５

15%

自立

0%

Ⅰ

1%
Ⅱ

8%

Ⅲ

25%

Ⅳ

32%

Ｍ

34%

19



問８ 調査時点から過去1カ月間の精神症状等の頻度 （N=454）

11%

2%

7%

15%

6%

3%

2%

7%

30%

18%

13%

38%

9%

4%

5%

2%

9%

74%

92%

80%

63%

87%

88%

94%

79%

55%

61%

61%

39%

70%

86%

81%

97%

84%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

幻覚

嫉妬妄想

物盗られ妄想

被害妄想

盗食

弄便

異食

夜間せん妄

徘徊

大声

不眠

意思の疎通困難

他患とのトラブル

職員とのトラブル

スタッフへの暴力

自傷行為

医療行為への抵抗

ほぼ毎日 週に２～３回程度 週に１回程度 月に１～２回程度 それ以下

20



問９ 調査日から過去３日間のＡＤＬについて

a  ベッド上の可動性

（Ｎ＝４５４）

b  移乗
（Ｎ＝４５４）

34%

36%

9%

10%

12%

14%

10%

11%

6%

5%

7%

5%

22%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体介護への抵抗などを踏まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るはずのＡＤＬ 自立

準備のみ

観察

部分的な援助

広範な援助

最大の援助

全面依存

30%

32%

7%

8%

11%

12%

9%

9%

7%

6%

8%

9%

28%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体介護への抵抗などを踏まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るはずのＡＤＬ
自立

準備のみ

観察

部分的な援助

広範な援助

最大の援助

全面依存

21



c 食事
（Ｎ＝４５４）

（Ｎ＝４５４）

13%

17%

20%

24%

22%

23%

15%

12%

6%

3%

5%

4%

20%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体介護への抵抗などを踏まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るはずのＡＤＬ 自立

準備のみ

観察

部分的な援助

広範な援助

最大の援助

全面依存

22

11%

13%

5%

6%

7%

9%

15%

14%

12%

13%

11%

13%

40%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体介護への抵抗などを踏まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るはずのＡＤＬ 自立

準備のみ

観察

部分的な援助

広範な援助

最大の援助

全面依存

d  トイレの使用



f 衣服の着脱

4%

7%

6%

7%

6%

6%

13%

15%

12%

15%

21%

18%

39%

32%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体介護への抵抗などを踏まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るはずのＡＤＬ
自立

準備のみ

観察

部分的な援助

広範な援助

最大の援助

全面依存

23

（Ｎ＝４５４）

3%

6%

4%

7%

3%

6%

16%

17%

12%

14%

17%

15%

46%

37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体介護への抵抗などを踏まえた実際のＡＤＬ

身体能力としては出来るはずのＡＤＬ
自立

準備のみ

観察

部分的な援助

広範な援助

最大の援助

全面依存

e 入浴
（Ｎ＝４５４）



問１０ ＩＡＤＬについて

食事の用意 金銭管理

家事一般

（Ｎ＝４５３）

薬の管理

0.4%

4.2%

95.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題ない

いくらか困難

非常に困難
2.6%

97.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題ない

いくらか困難

非常に困難

0.7%

6.4%

92.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題ない

いくらか困難

非常に困難
4.0%

96.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問題ない

いくらか困難

非常に困難

24



問１１ 調査日における対象者の、認知症以外の合併症について

（Ｎ＝４４７）

25

ない, （59）, 13%

日常的な管理を要す

る（271）, 61%

特別な管理を要する

（117）, 26%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

特別な管理（入院治療が適当な程

度）を要する身体合併症がある

日常的な管理（外来通院が適当な

程度）を要する身体合併症がある

ない

特別な管理（入院治療が適当な
程度）を要する身体疾患を合併し
ている患者

日常的な管理（外来通院が適当
な程度）を要する身体疾患を合
併している患者



付問１１-１ 特別な管理（入院治療が適当な程度）を要する身体疾患

（Ｎ＝１１７）（複数回答可）

34

49

18

18

21

3

15

3

3

4

5

7

3

32

3

15

0 10 20 30 40 50 60

高血圧症

脳血管疾患

心疾患

糖尿病

廃用症候群

麻痺

気分障害

パーキンソン症候群

てんかん

気管支喘息

骨折

慢性腎機能障害・腎不全

がん

肺炎（誤嚥性肺炎も含む）

肺気腫・慢性閉塞性肺疾患

その他

26

ない, 
13%

日常

的な

管理
61%

特別

な管

理
26%



付問１１-２ 日常的な管理（外来通院が適当な程度）を要する身体疾患

（複数回答可） （Ｎ＝２７１）

122

48

61

22

32

4

30

19

14

8

6

9

3

6

3

75

0 20 40 60 80 100 120 140

高血圧症

脳血管疾患

心疾患

糖尿病

廃用症候群

麻痺

気分障害

パーキンソン症候群

てんかん

気管支喘息

骨折

慢性腎機能障害・腎不全

がん

肺炎（誤嚥性肺炎も含む）

肺気腫・慢性閉塞性肺疾患

その他

27

ない, 
13%

日常

的な

管理
61%

特別

な管

理
26%



問１２ 調査日における対象者に行っている身体的管理

1.8%

2.6%

5.7%

2.2%

1.3%

3.5%

0.9%

3.7%

0.2%

0.9%

0.0%

0.2%

0.2%

0.0%

0.0%

43.8%

44.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

インスリン療法

点滴管理

胃瘻・経管栄養管理

膀胱留置カテーテル

褥瘡管理（Ⅲ度以上）

喀痰吸引

酸素療法

頻回の血糖検査

人工肛門

２４時間持続点滴

疼痛コントロール

中心静脈栄養

気管切開又は気管内挿管

人工呼吸器

人工透析

身体疾患に対する薬物療法

行っていない

（複数回答可） （Ｎ＝４５４）

28



問１３ 過去１ヶ月間の他科受診の有無

有り
20%

無し
80%

（Ｎ＝４５１）

29

70

3

5

20

5

2

内科

外科

整形外科

皮膚科

眼科

歯科
2%  平均受診回数 １回/月

6%  平均受診回数 0.8回/月

22%  平均受診回数 1.7回/月

6%  平均受診回数 １回/月

3%  平均受診回数 １回/月

78%  平均受診回数 7.6回/月

問１３－１ 他科受診の回数 （複数回答可）Ｎ＝９０



問１４ 調査日から過去１週間に使用した薬物の有無

255

255

74

30

374

150

199

199

380

424

80

304

0% 20% 40% 60% 80% 100%

抗精神病薬

抗精神病薬以外の向精神薬

その他精神症状に対する治療薬

抗認知症薬

身体疾患治療薬

それ以外の治療

有り 無し

※１

※２

（Ｎ＝４５４）

30
※１ 抗精神病薬以外の向精神薬・・抗不安薬、睡眠薬、抗うつ薬、抗てんかん薬
※２ その他の精神病上に対する治療薬・・漢方薬など



問１４－１ 調査日から過去１週間に使用した薬物の種類数

31

70%

58%

81%

97%

24%

22%

32%

15%

3%

23%

7%

7%

4%

16%

3%

14%

1%

10% 3%

2%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

抗精神病薬

（Ｎ＝２５５）

抗精神病薬以外の向精神薬

（Ｎ＝２５５）

その他精神症状に対する治療薬

（Ｎ＝７４）

抗認知症薬

（Ｎ＝３０）

身体疾患治療薬

（Ｎ＝３７４）

1種類

2種類

3種類

4種類

5種類

6種類

7種類

8種類

9種類

10種類以上



問１７ 対象者の入院前の状況

66

53

49

34

12

52

104

42

13

14

11

3

0 20 40 60 80 100 120

単身

配偶者と同居

子または孫と同居

配偶者及び子または孫と同居

その他の親族と同居

他の精神科に入院

他の病院・診療所に入院

老健に入所

特養に入所

グループホームに入所

その他の介護施設に入所

その他

（Ｎ＝４５３）

医療機関
（３４％）

介護施設
（１８％）

自宅
（４７％）

32



問１８ 入院直前の介護サービス、医療、その他の支援の利用状況

（Ｎ＝４５３）（複数回答可）

13

3

5

0

0

16

36

14

10

3

26

9

6

139

8

9

86

15

5

143

132

21

7

1

36

0 20 40 60 80 100 120 140 160

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所リハビリテーション

通所介護

短期入所生活介護

短期入所療養介護

小規模多機能型居宅介護

その他介護保険によるサービス

訪問診療

訪問看護

通院医療

重度認知症デイケア

身体的リハビリテーション

その他医療

行政機関による訪問指導

民生委員、近隣の見守り

家族等による経済的支援

家族等による介護支援

生活保護受給申請

成年後見人制度

その他支援その他

不明

33



問１９ 入院の理由

精神症状・異常行動が著明

となり、在宅療養や介護施

設等での対応が困難となっ

たため, 72%

12%

9%

1%

0% 0%
1%

3%

1% 1% 精神症状・異常行動が著明となり、在宅療養や介護施設等での対

応が困難となったため

精神科以外の医療施設で身体合併症の治療を行っていたが、精

神症状・異常行動が著明となり治療継続ができなくなったため

身体疾患の急性期状態が安定し、精神症状の加療が必要なため

精神症状は安定しており、精神科以外の医療施設や介護施設等

でも対応できると思われるが、適切な施設に空きがなかったため

精神症状は安定しており、精神科以外の医療施設や介護施設等

でも対応できると思われ、適切な施設に空きはあったが、医療介護

サービスの対応が困難と言われたため

精神症状は安定しており、在宅療養でも対応できるが、必要な在

宅医療が確保できないため

精神症状は安定しており、在宅療養でも対応できるが、必要な在

宅介護サービスが確保できないため

精神症状は安定しており、在宅療養でも対応できるが、家族の介

護困難、又は介護者不在のため

上記以外で、家族等が強く希望するため

その他

（Ｎ＝４５３）
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問２４ 居住先・支援が整った場合の退院の可能性

退院の可能性はない

62.3%

近い将来、居住先・支援

が整えば可能 16.5%

0.9%

現在の状態でも、居住先・

支援が整えば可能
20.3%

0%
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１．現在の状態でも、居住先・支援

が整えば退院は可能

２．状態の改善が見込まれるので、

居住先・支援などを新たに用意しな

くても近い将来（６ヶ月以内）には退

院が可能になる

３．状態の改善が見込まれるので、

居住先・支援が整えば近い将来

（６ヶ月以内）には可能になる

４．状態の改善が見込まれず、居住

先・支援を整えても近い将来（６ヶ月

以内）の退院の可能性はない

（Ｎ＝４５４）
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問２５ 問２４で１，あるいは３と回答した人のうち、退院出来ると仮定した時、適切と考えられる「生活･療養
の場」

単身 0 0.0%
家族等と同居 5 3.0%
認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 21 12.6%
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 109 65.3%
介護老人保健施設（老健） 79 47.3%
その他の介護施設（有料老人ホーム、軽費老人ホーム、高齢者専用賃貸住宅など） 5 3.0%
障害者自立支援法に基づく施設等利用（ケアホーム、グループホームなど） 1 0.6%

0

5

21

109

79

5

1

0 20 40 60 80 100 120

単身

家族等と同居

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

特養

老健

その他の介護施設

障害者自立支援法に基づく施設等利用

（Ｎ＝１６７）（複数回答可）

36※３３人は、特養と老健を重複して回答



問２８ 問２４で４の回答をした人のうち、退院の可能性がない理由 （Ｎ＝２８３）

1) 1%

2) 6%

3) 7%

4) 28%

5) 1%
6) 3%

7) 37%

8) 3%

9) 3% 10) 10%

11) 0%
12) 1%

１．自傷行為・自殺企図の可能性が高い

２．他害行為の危険性が高い

３．大声を出す可能性が高い

４．上記、２、３以外の迷惑行為を起こす可能性

が高い

５．治療・服薬への心理的抵抗が強い

６．陽性症状（幻覚・妄想）が重度

７．精神症状・異常行動を伴うため、入院による

身体合併症の医療ケアが必要

８．生命維持が必要な程度の身体合併症を伴う

（気管切開・ＩＶＨなど）

９．本人の症状は落ち着いているが、家族から

の退院の了解が得られない

１０．介護が必要だが、本人の症状が落ち着か

ず、介護の支援があったとしても生活が組み立

てられない
１１．経済的な理由

１２．その他

精神症状等を伴うため、
入院による身体合併症の
ケアが必要

上記、２，３以外の
迷惑行為の可能性
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